
令和 8 年度嬉野市公共施設ワンストップ利用環境構築事業 

公募型プロポーザル実施要領 

 

本要領は、嬉野市（以下「本市」という。）が令和８年度嬉野市公共施設ワンストッ

プ利用環境構築事業業務（以下「本業務」という。）の受託事業者を公募型プロポーザ

ル方式により選定するため、募集手続きその他必要な事項を定めるものである。 

 

１．業務概要 

（１）業務名 

令和 8年度嬉野市公共施設ワンストップ利用環境構築事業業務 

（２）業務内容 

令和 8 年度嬉野市公共施設ワンストップ利用環境構築事業委託仕様書（以下「仕様

書」という。）のとおり 

（３）履行期間 

契約日の翌日から令和 9年 3月 31 日まで 

（４）委託料限度額 

6,285,000 円を上限とする（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

２．参加資格要件 

本件プロポーザルに参加できる者は、以下の全てを満たす事業者等とし、本業務を

的確に遂行するに足りる能力を有するものとする。 

なお、参加要件確認のため、所管の警察署へ照会する場合がある。 

（１）本業務を遂行するにあたり、十分な知識及び技術、体制を有すること。 

（２）令和 3 年度から令和 7 年度までの過去 5 年間において、同種の業務を履行した

実績があること。 ※官民の別は問わない。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者

でないこと。 

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事

再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続き開始の申立てをしてい

る者でないこと。 

（５）契約の日以前 6 か月以内に金融機関において、不渡り手形を出した者でないこ

と。 

（６）参加表明書の提出期限までに官公庁から指名停止措置を受けていないこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 2 号号、同条第 6 号及び嬉野市暴力団排除条例（平成 24 年嬉野市条例第 2

号）第 2条第 4号の規定に該当する者でないこと。 

（８）国税及び地方税に滞納がないこと。 

 

３．契約締結までのスケジュール 

本プロポーザルにおけるスケジュールは次のとおりとする。 

 

内容 日程・期限 

プロポーザル実施公告 令和 8 年 7月 31 日（金） 

質問書の提出期限 令和 8 年 8月 10 日（月） 

質問書への回答 令和 8 年 8月 19 日（水） 



現地説明会への参加希望 令和 8 年 8月 19 日（水） 

現地説明会 
令和 8年 8月 21 日（金） 

午後 1時 30 分から午後 5 時 00 分まで 

参加表明書類の提出期限 
令和 8年 8月 28 日（金） 

午後 5時 00 分必着 

参加資格審査結果の通知 随時 

企画提案書類の提出期限 
令和 8年 9月 9日（水） 

午後 5時 00 分必着 

審査（プレゼンテーション及び質疑） 
令和 8年 9月 16 日（水） 

※詳細は別途通知 

審査結果の通知 令和 8 年 9月 18 日（金）予定 

契約締結 令和 8年 9 月下旬 

 

※スケジュールは予定のため、変更する場合がある。 

 

４．募集方法 

 本要領及び必要書類等を本市ホームページに掲載する。 

 

５．参加手続き等 

（１）参加表明 

参加を希望する者は、参加表明書とともに以下の添付書類を提出し、参加資格審

査を受けるものとする。 

① 参加表明書及び添付書類（以下「参加表明書類」という。）の構成 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 会社概要（最新のもの。パンフレット等の使用も可。） 

ウ 業務実績一覧（任意様式） 

     ※令和 3 年度から令和 7 年度までの過去 5 年間の業務実績のうち、本業務と

類似又は関連する業務を対象とする。業務実績一覧には「発注機関名」

「業務名」「契約金額（消費税及び地方消費税を含む。）」「業務の概要」

を記載すること。 

   エ 納税証明書の写し（参加表明書提出の前 3 か月以内に発行された証明書で、

国税、参加表明する者の所在地における都道府県税又は都税及び市町村民税

又は特別区税の未納がないことを示すもの。） 

   オ 商業・法人登記に係る履歴事項全部証明書の写し（参加表明書提出の前 3 か

月以内に発行された証明書） 

② 参加表明書類の提出 

「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

③ 提出先 

末尾の「問い合わせ先及び書類提出先」のとおり 

  ④ 提出方法 

持参又は郵送とする。持参の場合は、閉庁日を除く午前 9 時から午後 5 時まで

とする。郵送の場合は、期限内に必着とする。 

    

（２）企画提案書類の提出 



参加資格審査の結果、参加資格を有すると認められた者（以下「参加事業者」とい

う。」は、企画提案提出書（様式第 2 号）1 部及び提案事項、配置予定者、業務工程

表、見積額などを記載した企画提案書（任意様式、A4版、両面印刷可）10部並びに企

画提案に関する上記全ての電子データを収めた電子媒体（CD-R,DVD-R,USB フラッシュ

メモリのいずれか）1 部（以下「企画提案書類」という。）を下記のとおり提出する

こと。 

なお、参加表明書類の提出後に参加を辞退する場合は、企画提案書類の提出期限ま

でに辞退届（様式第 3号）を提出すること。 

ア 提出期限 

「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

イ 提出先 

末尾の「問い合わせ先及び書類提出先」のとおり 

ウ 提出方法 

持参又は郵送とする。持参の場合は、閉庁日を除く午前 9時から午後5時までとす

る。郵送の場合は、期限内に必着とする。 

 

（３）企画提案書の作成要領 

企画提案書は、下記に基づいて作成すること。 

ア 事業者に関する項目 

本業務を遂行するための業務実施体制（配置、役割分担、担当者の職歴・資

格・実績などを含む。）を示すこと。また提案の責任者、プロジェクトリーダ

ーなどを記載すること。 

イ 企画・技術提案に関する項目 

・事業に対する基本的な考え方として、利用者及び施設管理者の現状の課題、

提案システムによる解決手段を具体的に整理すること。 

・キーワード（オンラインでの施設予約、キャッシュレス決済、スマートロッ

ク機能）を用いた提案にすること。 

・提案システム導入による利用者及び施設管理者の行動変容が具体的に記載さ

れていること。 

・システム構成図について、システム名、利用するネットワーク、利用者・施

設管理者との関連性が分かるように示すこと。 

・インターネットを経由したクラウドシステム（サービス名含む）の提案にな

っていること。 

・当該仕様書及び機能要件確認表に記載のある事項について、対応状況を示す

こと。 

・利用者に対するシステム利用を促進する提案を示すこと。 

・画面レイアウト、利用者及び施設管理者の操作機能を示すこと。 

・システムのセキュリティ対策について、具体的な脅威・対策を示すこと。 

・システム内での個人情報の管理方法（施設毎の個人情報管理など）、安全性

確保の手段を記載すること。 

・システムの保守・運用サポート内容を示すこと。 

・「業務実施スケジュール」は、本事業を進めるためのスケジュールを各工程

の内容が分かるように記載すること。 

 

６．質問・回答 

（１）質問の受付 

ア 受付期限：「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

イ 質問の方法 



本業務について質問のある者は、末尾に記載する問合せ先の電子メールアドレ

ス宛に送信すること。送信に当たっては、標題を「令和 8 年度嬉野市公共施設ワ

ンストップ利用環境構築事業業務についての質問」とすること。原則として、電

子メール以外の方法による質問は受け付けない。質問受付の終了時刻に関しては

受付場所における着信日時とし、受理しているかどうかの判断は本市が行うもの

とする。 

（２）質問に対する回答 

ア 回答予定日：「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

イ 回答方法 

    質問への回答は本市ホームページに掲載し、個別回答は行わない。 

なお、本業務に直接関係のある質問にのみ回答を行うものとし、全ての質

問に回答するとは限らない。 

 

７．現地説明会 

本プロポーザルに参加を検討する事業者を対象に、システム導入対象施設を見学する

現地説明会を実施する。 

（１）日  時 

「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

（２）集合時間と場所 

午後 1 時 30 分 うれしの市民センターロビー（嬉野市嬉野町大字下宿乙 1515 番地） 

（３）参加方法 

「３．契約締結ケジュール」のとおり 

参加を希望する場合は、末尾の「問い合わせ先及び書類提出先」のメールアド

レスに参加する旨を送信すること。 

（４）その他 

ア 現地説明会への参加は任意とする。 

イ 説明会当日は、質問の機会を設ける。ただし、回答が困難な事項について

は後日市ホームページにて回答する。 

ウ 現地説明会への参加・不参加は、審査における評価に影響しない。 

エ 現地説明会に参加する場合、事業者１社につき 3 人以内とする。 

オ 現地説明会に係る費用（交通費等）は、参加事業者の負担とする。 

カ 施設間は自動車で移動するため、現地の移動手段は自動車を各自手配する

こと。なお、駐車場の都合上、１社につき一台までとする。 

 

８．受託候補者の選定方法等 

（１）審査方法 

企画提案書の内容等について明瞭化のため、本市が設置する選定審査委員会にお

いて、提出書類に基づいてプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、受託候補

者及び次点者を選定する。 

（２）評価基準等について 

別表「評価基準及び配点」のとおり 

（３）受託候補者の選定方法 

① 審査は前項の（２）に基づいて採点を行い、各審査員の採点を集計し、合計点

数による順位において、1 位の評価が最も多い者を受託候補者として選定する。

その次に 1 位の評価が多い者を次点者として選定する。ただし、評価点の合計

が満点の 6 割に満たない場合は、受託候補者及び次点者として認めないものと

する。 

② 1 位の評価が最も多い者が複数となった場合は、審査員で協議のうえ、受託候



補者及び次点者を選定する。 

③ 参加事業者が 1 者のみの場合であっても、審査及び評価を行い、評価点の合計

が満点の 6割以上を満たしている場合は、受託候補者として選定する。 

（４）その他 

次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

① 「２．参加資格要件」を満たさなくなった者 

② 提出書類に虚偽又は不備があった場合 

③ 「審査基準表」（※）で示す評価内容の要件を満たさない場合 

④ 契約の履行が困難と認められるに至った場合 

⑤ 参加事業者が個別に審査員と接触をもつなど、審査の公平性を害する行為が  

あった場合 

⑥ 見積額が委託上限額を超過している場合 

⑦ その他、審査で本業務の遂行にふさわしくないと認められた場合 

 

９．審査（プレゼンテーション及び質疑）の実施 

（１）実施日 

「３．契約締結までのスケジュール」のとおり 

※詳細な日時・場所については、別途通知する。 

（２）参加事業者出席者数 

配置予定者を含めた 3名以内とする。 

（３）プレゼンテーション及び質疑に要する時間 

概ね 40 分（提案説明 30 分、質疑応答 10 分）程度とする。ただし、参加事業者

数に応じて時間配分等を調整することがある。 

（４）プレゼンテーションの内容 

プレゼンテーションの内容は提出された提案書に基づくものとする。また、プ

レゼンテーション及び質疑は、提出された提案書の内容を補足し、理解を深める

ために実施するものであり、評価は原則として提案書の記載内容に基づき行うも

のとする。スマートロックを持参し提案時間内でデモンストレーションを行って

よい。 

（５）プレゼンテーションに要する機材 

モニター及び HDMI ケーブルは本市が準備する。パソコンについては参加事業者

が持ち込むこと。 

（６）その他 

プレゼンテーションに参加しなかった事業者は、参加を辞退したものとみなす。 

 

１０．審査結果の通知・公表 

受託候補者選定後、参加事業者全員に選定又は非選定の審査結果を書面により通知す

るとともに、受託候補者と次点者のみ市公式ホームページで公表する。 

なお、審査結果及び審査内容についての質問・異議申し立ては一切受け付けない。 

 

１１．契約手続き等 

（１）選定された受託候補者は、本市と委託内容、経費等について再度調整を行い、協

議が整った場合に地方自治法第 234 条に定める随意契約の方法により契約を締結す

るものとする。 

（２）選定された受託候補者が特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由

を記載した企画提案辞退届（様式第３号）を提出すること。 

（３）受託候補者と契約を締結しなかった場合は、次点者と本市で委託内容、経費等に

ついて再度調整を行い、協議が整った場合に地方自治法第 234 条に定める随意契約



の方法により契約を締結するものとする。 

（４）別紙仕様書は、本業務において必要とされる想定項目を示したものであり、業務

内容及び委託料について、双方確認のうえ契約上限額の範囲内において変更を行う

場合がある。 

 

１２．その他 

（１）費用負担 

本要領に基づく全ての手続きに関しては、参加事業者は自らの責任と費用負担に

よりこれを行う。 

（２）提示資料の取扱い 

本市から提示する資料等について、提案書類の作成に係る検討目的以外での使用は、

厳禁とする。 

（３）著作権 

参加事業者が提出した企画提案書類の著作権は、参加事業者に帰属する。ただし、

本市が公募型プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要がある

ときは、提出された企画提案書類の全部又は一部の複製等をすることができるもの

とする。 

なお、参加事業者が提出した企画提案書類の返却は行わない。 

（４）情報公開 

本プロポーザルに係る情報公開請求等があった場合、嬉野市情報公開条例（平成

26 年嬉野市条例第 33 号）に基づき、参加事業者から提出された書類等を開示する

ことがある。 

（５）その他 

本要領に定めるもののほか、必要な事項については、本市が別に定める。 

 

【問い合わせ先及び書類提出先】 

嬉野市教育委員会 教育部 社会教育課 

〒843-0301 佐賀県嬉野市嬉野町大字下宿乙 1515 番地 うれしの市民センター内 

TEL：0954-42-3316 

FAX：0954-27-7115 

E-mail：sports@city.ureshino.lg.jp 


